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第５章 ごみ処理広域化実施方針 

第１節 広域処理の基本方針 

 西部圏域における安心安全な一般廃棄物処理を実現するため、ごみの広域処理に係る基

本方針を次のとおり定める。 

 

循環型社会形成推進基本計画９等に定めるごみ目標排出量の達成に向けて、西部圏域内の

ごみの減量化を進めるとともに、資源化、余熱利用などのリサイクル、最終処分量を最小化

したごみ処理システムを構築し、循環型社会の形成、脱炭素社会づくりを推進する。 

［説明］ 

 ごみ排出目標値、リサイクル率、発電効率など、国の定める目標に基づき、西部圏域

での目標達成に向けた取組を推進する必要がある。 

 循環型社会形成推進交付金事業 10の採択には、ごみ減量化施策の取組が必須である。 

 現状を考慮すると、更なるリサイクル、余熱利用、環境負荷の削減等が可能であり、

広域処理による循環型社会形成、脱炭素社会づくりの取組を推進する必要がある。 

 ＳＤＧｓ11（持続可能な開発目標。2015年 9月国連採択）の達成に向け、パリ協定 12

（2015年 12月採択）や地球温暖化対策計画（2016年 5月閣議決定）等に定める目

標・取組を踏まえ、温室効果ガス削減に向けた施設の省エネ化や廃棄物エネルギー３

の効率的な回収を進める必要がある。 

 

 

 

処理
(焼却･資源化等)

資源投入 生産
(製造・流通等)

埋立処分

消費・使用

廃　棄

 リユース（Reuse）
   繰り返し使用する
（何度でも洗って使える）
リターナブル容器に入った
ものを選びます。

 リデュース（Reduce）
   ごみを減らす
買い物にはマイバッグを持参
するなど、過剰包装を断る。
詰め替え可能商品により、ご
みとなる容器を減らす。

 リサイクル（Recycle）
   再生して利用する
廃食用油、古着･古布などの拠点
回収リサイクル事業を利用します。

適正処分
最終処分を最小化

3R

 バージン資源投入の削減
エネルギー使用量の削減が可
能(アルミニュウムに代表）

 ごみ焼却による余熱を最大限
　に利用した廃棄物発電の推進
化石燃料を使用した電気使用量の
削減が可能

バージン資源

 最終処分場整備による
　　　　森林開発の最小化
最終処分場の最小化によ
り、二酸化炭素を吸収する
森林を保全

脱炭素社会と循環型社会の融合

(１) ごみ減量化と循環型社会・脱炭素社会形成の推進 
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広域処理を推進するうえで、基本となるのが分別区分の統一である。そのため、構成市町

村のこれまでの取り組みを尊重しつつ、広域処理の対象品目は、可能な限り統一していくこ

ととし、西部圏域が一体となったごみ減量化施策の推進や最も効率的、効果的な処理体制の

構築を目指す。 

［説明］ 

・ 広域化による効果的な処理の実現に

は、分別の統一が重要であること。 

・ 可能な限り分別を統一することで、

西部圏域内での無駄のない、効率的

なごみ処理が可能となること。 

・ ただし、分別統一には、地域住民の

協力が不可欠であり、各市町村にお

けるこれまでの取り組みは尊重すべ

きである。 

 

 

 

 

可燃ごみ処理施設と不燃ごみ処理施設の一体的整備、一体的処理は、各施設から搬出され

る可燃性廃棄物及び不燃性廃棄物に係る運搬コストや環境負荷の低減につながるほか、住民

等の直接持込に対する利便性の向上、更には、計量設備等の共有や余熱利用など、建設コス

トや管理運営コストの削減にも有効である。また、効率的な処理の推進においては、最終処

分場も極力近隣設置が望ましいことから、各施設の一体的整備について検討する。 

［説明］ 

・ 現体制では、西部圏域で可燃ごみ処理施設 5施設、不燃ごみ処理施設 2施設及び民間

の設置する最終処分場など、効率的に処理が行われているとは言い難く、各施設の設

置場所を考えるうえで、より一体的な施設整備が望ましいこと。 

・ 広域化・集約化による建設コストや管理運営コストの削減はもちろんであるが、効率

的な施設整備を行うことにより、更なるコストや環境負荷の削減が可能となること。  

(２) 処理対象ごみの統一による効果的処理の推進 

(３) 効率的な施設の設置及び管理運営体制の構築 

９市町村の
協力と尊重

９市町村の
協力と尊重
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第２節 広域処理の実施市町村 

１ 可燃ごみ処理 

西部圏域の全ての市町村は、鳥取県西部広域行政管理組合規約（以下「組合規約」とい

う。）に基づき、鳥取県西部広域行政管理組合（以下この節において「組合」という。）の設

置するごみ焼却施設（可燃ごみ処理施設）において、可燃ごみの処理を行う。 

【可燃ごみの広域処理を行う市町村】 

米子市、境港市、日吉津村、大山町、南部町、伯耆町、日南町、日野町、江府町 

 

２ 不燃ごみ、資源ごみ及び粗大ごみ処理 

西部圏域の全ての市町村は、組合規約に基づき、組合の設置する不燃物処理施設（不燃ご

み処理施設）において、不燃ごみ、資源ごみ及び粗大ごみの処理を行う。 

【不燃ごみ、資源ごみ及び粗大ごみの広域処理を行う市町村】 

米子市、境港市、日吉津村、大山町、南部町、伯耆町、日南町、日野町、江府町 

 

３ 最終処分 

西部圏域の全ての市町村は、組合規約に基づき、組合の設置する不燃物処理施設（最終処

分場）において、埋立ごみの処分を行う。 

【埋立ごみの最終処分を行う市町村】 

米子市、境港市、日吉津村、大山町、南部町、伯耆町、日南町、日野町、江府町 

 

◆図表5-2-1 令和14(2032)年度以降の処理フロー案 

 

  

新

最

終

処

分

場 

（
組
合
設
置
） 

全構成市町村 

（収集運搬・直接搬入） 

新可燃ごみ処理施設 

（組合設置） 

新不燃ごみ処理施設 

（組合設置） 

全構成市町村 

（収集運搬・直接搬入） 

資源化 

（可燃物） 

○ 可燃ごみ 

○ 不燃・資源・粗大ごみ 

（残渣） 

（残渣） 

（不燃物） 

可燃・不燃一体化施設 

資源化 

（資源物） 
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４ 施設の存廃スケジュール 

 令和 14(2032)年度の新施設稼働に向けた西部圏域の各施設の存廃スケジュールを示す。 

◆図表 5-2-2 施設の存廃スケジュール 

  

3
（2021）

4
（2022）

5
（2023）

6
（2024）

7
（2025）

8
（2026）

9
（2027）

10
（2028）

11
（2029）

12
（2030）

13
（2031）

14
（2032）

15
（2033）

16
（2034）

米子市クリーンセンター 平成14年4月稼働 稼働停止　 （稼働期間30年）

大山町名和クリーンセンター 平成8年4月稼働 稼働停止　 （稼働期間36年）

日南町清掃センター 平成2年4月稼働 稼働停止　 （稼働期間42年）

南部町・伯耆町清掃施設管理組合
クリーンセンター

平成7年4月稼働 稼働停止　 （稼働期間37年）

日野町江府町日南町衛生施設組合
ごみ処理施設くぬぎの森

平成10年4月稼働 稼働停止　 （稼働期間34年）

新可燃ごみ処理施設 稼働開始

鳥取県西部広域行政管理組合
リサイクルプラザ

平成9年4月稼働 稼働停止　 （稼働期間35年）

境港市リサイクルセンター 平成7年4月稼働 稼働停止　 （稼働期間37年）

新不燃ごみ処理施設 稼働開始

一般廃棄物第2最終処分場（民間施設） 平成5年9月稼働 埋立終了　

新一般廃棄物最終処分場 埋立開始

最
終
処
分
場

年　　　　　度

維持管理

可
燃
ご
み
処
理
施
設

区分 施設名称

不
燃
ご
み
処
理
施
設



48 

 

（参考１：広域処理方針を踏まえた新たなごみ処理施設のイメージ） 

 新しいごみ処理施設は、安全・安心で低コスト、効率的な施設整備や管理運営を求めるだ

けではなく、西部圏域において持続可能な適正処理が確保され、防災拠点としての役割や地

域に新たな価値を創出できるような施設を目指す。 

 
 

 
（参考２：最新のごみ処理施設の設置例） 

 近年のごみ処理技術の進歩により、市街地や市街地近郊で整備される施設が増え、また、
周辺環境への調和や地域に必要とされる施設の整備例も増加している。 

 

  

   

 
環境の保全に配慮した安全・安

心な施設で景観及び建築デザイ

ンに配慮、災害に強い施設。 

 
施設の外観を景観(富士山)に調

和するよう工夫し、周辺の自然

環境との調和を重視したデザイ

ン施設。 

 
大阪国際空港に近接。森の中の

再生工場・3Ｒ推進、環境に配慮

したデザイン、省エネルギー、

高効率発電 

  

 
 

 
災害時の自立性、エコな暮らし

など、環境先進都市のモデルを

目指した「選手村地区エネルギ

ー整備計画」を策定し、大会後

のエネルギー供給を目指す。 

 

 
福島市内の小中学校、約 70 校

に電力を供給し「エネルギーの

地産地消」を実現。環境学習に

役立てている。 

 

 
周辺環境に配慮したクローズド

型(被覆型)最終処分場。雨水が

流入しないため、浸出水処理施

設は小規模となり、処理水は下

水放流する。 

二酸化

炭素排

出削減 
資源化 

コスト

削減 
環境 
学習 

サーマ

ルリサ

イクル 

防災 
拠点 

安全 
安心 

リサイ

クル体

験 

地域 
振興 

持続可

能な適

正処理 

武蔵野クリーンセンター 富士市新環境 
クリーンセンター 

豊中市伊丹市クリーンランド 

東京二十三区清掃 
一部事務組合 
中央清掃工場 

福島市 
あらかわクリーンセンター 

呉市一般廃棄物最終処分場 
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（参考３：広域処理の実施に係る意向確認について） 

 これまで鳥取県西部広域行政管理組合が実施したごみ処理広域化施策や同組合の規約、令和元年度末に概成した基本構想案等に基づき、西部圏域の各市町

村における広域処理の実施について、令和 2年 10月末を目途に意向確認を行った。その結果、全ての市町村から広域処理を実施する旨の回答があり、同内容

について、同年 11月 4日開催の正副管理者会議協議会及び同年 11月 19日開催のごみ処理施設等調査特別委員会に報告した。 

◆図表 5-2-3 可燃ごみ処理施設整備ケース別の比較検討結果 

 

施設整備概要 t/日 t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

ｔ/年 ｔ/年 ｔ/年 ｔ/年 ｔ/年 ｔ/年

ｔ/年 ｔ/年 ｔ/年 ｔ/年 ｔ/年 ｔ/年

ｔ/年 ｔ/年 ｔ/年 ｔ/年 ｔ/年 ｔ/年

ｔ/年 ｔ/年 ｔ/年 ｔ/年 ｔ/年 ｔ/年

ｔ/年 ｔ/年 ｔ/年 ｔ/年 ｔ/年 ｔ/年

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

○

総括 経済性、環境保全性は最も有利 経済性、環境保全性はやや不利 経済性、環境保全性は比較的有利 経済性、環境保全性は最も不利

1位 3位 2位 4位

住民のごみ問題意識
への影響

施設が遠方となると、環境問題の意識
が薄れてしまうことが懸念される。

現状に近い処理体制であるが、自らの
行政区域にごみ処理施設がないことで
意識が薄れてしまうことが懸念される。

現状に近い処理体制であるが、自らの
行政区域にごみ処理施設がないことで
意識が薄れてしまうことが懸念される。

圏域全体でごみ問題に取り組むことに
有効である。

△ △ △

〔109〕

〔対単独整備比率(コスト)〕 〔113〕 〔100〕 〔119〕 〔116〕 〔115〕 〔123〕

〔対現状整備比率(コスト)〕 〔100〕 〔89〕 〔105〕 〔103〕 〔102〕

現収集体制
への影響

南部に位置する町において、現体制の
増強が必要となる。

比較的現状に近い施設位置であり、現
体制への影響は小さい。

比較的現状に近い施設位置であり、現
体制への影響は最も小さい。

米子市以外の町村は影響が小さい
が、米子市の影響が大きく、圏域全体
でみると最も大きい。

〔140〕

〔対単独整備比率〕 〔34〕 〔100〕 〔25〕 〔34〕 〔28〕 〔47〕

〔対現状整備比率〕 〔100〕 〔298〕 〔75〕 〔100〕 〔83〕

　　　　　計 -5,934 　　　　　計 -7,162

　施設（発電） -10,086

　　　　　計 -5,942 　　　　　計 -1,991 　　　　　計 -7,961 　　　　　計 -4,255

　施設（発電） -12,106 　施設（発電） -8,792 　施設（発電）

　施設（電気） 4,993 　施設（電気） 4,973　施設（電気） 4,974 　施設（電気） 5,034

-13,069-13,761 　施設（発電） -12,106 　施設（発電）

(20年間の平均値） 　施設（電気） 5,034 　施設（電気） 5,134

　施設（燃料） 350(二酸化炭素排出量） 　施設（燃料） 674 　施設（燃料） 1,307 　施設（燃料） 350 　施設（燃料） 674 　施設（燃料） 449

環境保全性 　収集運搬 456 　収集運搬 360 　収集運搬 465 　収集運搬 508476 　収集運搬 464 　収集運搬

〔111〕

〔対単独整備比率〕 〔80〕 〔100〕 〔70〕 〔76〕 〔74〕 〔89〕

〔対現状整備比率〕 〔100〕 〔125〕 〔87〕 〔95〕 〔92〕

千円 　　　　　計 41,150,346 千円千円 　　　　　計 35,277,577 千円 　　　　　計 34,249,135

千円 　施設維持管理 22,183,214 千円15,138,256 千円 　施設維持管理 17,329,040 千円 　施設維持管理

　　　　　計 37,198,336 千円 　　　　　計 46,366,686 千円 　　　　　計 32,546,386

　施設維持管理 19,154,558 千円 　施設維持管理 27,404,135 千円 　施設維持管理

　施設整備 10,054,713 千円 　施設整備 10,852,202 千円　施設整備 9,569,970 千円 　施設整備 10,286,317 千円

16,619,652

千円

(20年間コスト） 　施設整備 10,602,268 千円 　施設整備 12,364,651 千円

千円 　収集運搬 7,574,770 千円 　収集運搬 8,114,930千円 　収集運搬 7,838,160 千円 　収集運搬 7,662,220経済性 　収集運搬

　間欠運転施設 3施設 3～15 　間欠運転施設 8施設 2～28

7,441,510 千円 　収集運搬 6,597,900

1施設 117　発電付施設 1施設 233 　発電付施設 1施設 211

116　間欠運転施設 1施設 22 　間欠運転施設 1施設 7 　発電付施設 1施設

　発電付施設 1施設 211 　発電付施設 1施設 168

ケース④

概要図

項目 現状体制 単独整備 ケース① ケース② ケース③

　発電付施設 1施設 226 　発電付施設

伯耆町

米子市

境港市

日吉津村

大山町

南部町
江府町

日野町

日南町

 

 

 

 市役所・役場

 

米子市

境港市

日吉津村

大山町

伯耆町

南部町

江府町

日野町

日南町

 

 

 

 

 市役所・役場

Ａ施設

米子市

境港市

日吉津村

大山町

伯耆町

南部町

江府町

日野町

日南町

 

 

 

 

 市役所・役場

Ａ施設

Ｂ施設

米子市

境港市

日吉津村

大山町

伯耆町

南部町

江府町

日野町

日南町

 

 

 

 

 市役所・役場

Ａ施設

Ｂ施設

 市役所・役場

米子市

境港市

日吉津村

大山町

伯耆町

南部町

江府町

日野町

日南町

 

 

 

 Ｂ施設

Ａ施設

米子市

境港市

日吉津村

大山町

伯耆町

南部町

江府町

日野町

日南町

 

 

 

 

 市役所・役場


